
様に大入熱溶接試験２）～67）から、表－１に示す数量の硬さ

試験および引張試験の調査・分析を行い、軟化も考慮した

入熱制限について考察したので、その結果を報告する。

2．エレクトロガス溶接のデータの分析

2．1 ビッカース硬さ試験の調査結果（EGW）

図－１、２は、それぞれ非調質鋼および調質鋼における

ビッカース硬さ試験（JIS Z2244）の調査結果を、ビッカー

ス硬さの最小値と入熱量の関係で示した。整理方法は、硬

さに影響すると考えられる使用鋼材、冷却速度に関係する

板厚などの施工条件、および化学成分として炭素当量を考

慮して整理した。使用鋼材は鋼種別に分類し、SM570Qに

ついては一般鋼と大入熱鋼に分けて示したが、大入熱鋼に

ついては明確に表示されているデータのみ大入熱鋼として

取り扱った。次に、冷却速度は入熱量によって異なり、ま

た同じ入熱量でも板厚によって異なる。そして、この冷却

速度は、組織や結晶粒径に影響を及ぼすので、板厚別に整

理することとした。なお、硬さ試験が行われた位置は、t/２、

t/４、表面から２㎜など文献によって異なっており、様々

な位置のデータが含まれている。また、JISハンドブック

の鉄鋼Ⅰには、ビッカース硬さと引張強度の換算表が示さ

れており、引張強度が490N/㎜2では150Hv、570N/㎜2では

178Hvとなることが示されており、図中の点線は、鋼材規

格の引張強度から換算した値を示したものである。

非調質鋼（図－１）において、硬さの最小値は入熱量の

増加に伴い低下（軟化）し、170KJ/㎝を越えたデータで、
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1．はじめに

橋梁製作において、全作業工程に占める溶接作業の比率

は高く、製作コストの削減を図るには、溶接作業の合理化

を推進する必要がある。溶接作業の合理化を可能にさせる

１つの考え方として、高能率化を図る方法が挙げられる。

高能率化の代表的な溶接法として大入熱溶接が考えられる

が、これまで適用されるケースは少なかった。これは、平

成８年度版以前の道路橋示方書で示されていた最大板厚は

50㎜までであり、しかも、橋梁製作ではすみ肉溶接が多く、

大入熱溶接の適用に関して十分な検討がなされなかったこ

と。さらに、道路橋示方書には入熱に関する規定が設けら

れていることなどが挙げられる。

道路橋示方書では、入熱量の増加に伴う脆化と軟化に配

慮し、「SM570およびSMA570Wにおいて１パスの入熱量が、

70KJ/㎝を超える場合、溶接施工試験を行うことを原則と

する」という基準が示されている。この規定は、昭和48年

度版から掲載されており、これまで見直しは行われていな

い。しかし、この約30年間で、鋼材や溶接材料の品質は著

しく向上しており、この基準が現在でも適切なのかどうか

再検討する必要があると言える。

著者は、これまで、大入熱溶接による脆化の影響を調べ

るため、橋梁製作会社、製鉄会社および溶接材料メーカー

各社で行われたエレクトロガス溶接（Electrogas Welding

：EGW）、サブマージアーク溶接（ Submerged Arc

Welding：SAW）、エレクトロスラグ溶接（Electroslag

Welding：ESW）の溶接施工試験から、シャルピー衝撃値

（1611個）の調査・分析を行い、入熱制限について考察し

た。その結果、SM570材を用いた場合、一般鋼では100KJ/

㎝以下、大入熱対応鋼では150KJ/㎝以下での施工は可能で

あることを報告した１）。

これに続き、本報告では、大入熱溶接のもう１つの課題

である溶接熱影響部の軟化の問題を調べるため、前報と同

＊技術開発室開発課

南　邦明＊

橋梁製作における大入熱溶接の
適用性の考察（その２）

──ビッカース硬さおよび引張強さの
現状調査による入熱制限値の考察──

 
溶接法

 ビッカース 継手引張 溶接金属 
  硬さ試験 試験 引張試験 

 EGW 69箇所 125体 52体 
 SAW 63箇所 75体 185体 
 ESW 80箇所 110体 72体 

 合　計 212箇所 310体 309体 

表－１ 試験片の総数



150Hvを下回っていた。すなわち、これらの試験片では、

局部的に軟化領域が存在していると言える。これは、入熱

量が増加することで冷却速度が遅くなることによる影響と

考えられる。鋼材別に見た場合（図－１（a））、TMCP鋼が、

若干硬さが低いように思われるが、明確な違いは生じてい

ない。次に、板厚による違い（図－１（b））も明確には現

れなかったが、炭素当量で見た場合では（図－１（c））、

炭素当量が大きくなれば硬さも高くなる傾向が伺える。

例えば、252KJ/㎝のデータのように同じ施工試験では、そ

の傾向が明確となっていた。また、炭素当量が最も大きい

0.39のデータも硬さは高いが、このデータは板厚が19㎜で

水冷を行っているので、冷却の影響なのか、化学成分の影

響なのかは明確でない。なお、水冷は、裏当て材に水冷銅

板を用いたものである。

調質鋼（図－２）においては、入熱量の分布幅が80～

161KJ/㎝と小さく、また同じ入熱量でもばらつきが大きい

ので、入熱量と硬さの関係は明確でなかった。そして、

全データで178Hvを下回っており、調質鋼では80KJ/㎝を

越える場合、軟化領域が存在すると言える。次に、板厚に

よる違いも、ばらつきがあり明確でなかったが、炭素当量

の影響は、非調質鋼と同様、炭素当量が大きくなれば硬さ

も高くなる傾向が伺えた。

2．2 継手引張試験の調査・分析（EGW）

図－３、４は、それぞれ非調質鋼および調質鋼における

継手引張試験（JIS Z3121）の調査結果を、使用鋼材、板厚

および炭素当量を考慮し、入熱量と引張強度の関係で示し

た。また、図中の実線および点線は、最小自乗法を用いて

求めた入熱量に対する引張強度の回帰直線である。

非調質鋼（図－３）において、引張強度は入熱量の増加

に伴い低下し、その低下する分布幅もほぼ一定である。し

かしながら、最大入熱量の252KJ/㎝においても、規準の引

張強度（490N/㎜2）は十分満足していた。鋼材別に見た場

合（図－３（a））、明確な違いは生じていないが、TMCP鋼

では炭素量を抑えているので、引張強度が若干低いように

見受けられる。次に、板厚や施工条件の違いによる引張強

度への影響（図－３（b））は明確にならなかった。しかし、

炭素当量の違い（図－３（c））による影響は見られ、炭素

当量が高いものは、引張強度も高くなる傾向が伺えた。

調質鋼（図－４）でも、非調質鋼と同様に引張強度は入

熱量の増加に伴い低下し、70KJ/㎝程度の入熱量では、ば
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（a）鋼材別に整理 （b）板厚および施工条件で整理 （c）炭素当量で整理

図－２ エレクトロガス溶接における入熱量とビッカース硬さの最小値との関係Ⅱ（調質鋼）

（a）鋼材別に整理 （b）板厚および施工条件で整理 （c）炭素当量で整理

図－１ エレクトロガス溶接における入熱量とビッカース硬さの最小値との関係Ⅰ（非調質鋼）



らつきの幅が大きいが、入熱量が大きくなると、この幅が

小さくなる傾向が示された。また、回帰直線の傾きも非調

質鋼より大きく、調質鋼の方が入熱量の増加による強度の

低下が大きくなるものと判断できる。この理由として、調

質鋼では、焼入れ性を高める成分が多く含まれており、入

熱量の増加によって冷却速度が遅くなると、焼きが入らな

いために強度が低下したものと考えられる。次に、板厚や

施工条件の違いによる影響（図－４（b））は、ばらつきが

あり、また水冷を行ったものはデータ数が少なく、明確に

ならなかった。しかし、炭素当量の違い（図－４（c））に

よる影響は見られ、非調質鋼と同様、炭素当量が高いもの

は引張強度も高くなる傾向が伺えた。

継手引張試験において、破断位置は、全試験片の77％が

鋼材部（HAZおよびBase Metal）、20％が境界部（Bond）、

３％が溶接金属部（Depo）で破断した。また、調査結果で

はすべての試験片で規格値を満足したが、150KJ/㎝を越え

た場合では、規格値（570N/㎜2）付近のデータが報告され

ていた。

2．3 溶接金属引張試験の調査・分析（EGW）

図－５、６は、それぞれ490N/㎜2および570N/㎜2級溶接

材料における溶接金属引張試験（JISZ 2241）の調査結果を、

使用鋼材を考慮し、入熱量と引張強度、降伏強度および伸

びの関係で示した。

490N/㎜2級溶接材料（図－５）の結果では、データ数が

少なく、これらの結果から傾向などを言及することはでき

ないが、すべてのデータで引張強度、降伏強度ともに規格

値を満足していた。また、図－５（a）の回帰直線は、継手

引張強度の回帰直線（図－３（a））の傾きとほぼ一致して

おり、降伏強度の回帰直線（図－５（b））と比較しても大

きな違いはなかった。

570N/㎜2級溶接材料の引張強度（図－６（a））でも、継

手引張強度の回帰直線（図－４（a））の傾きとほぼ一致し

ており、入熱量の増加に対する引張強度の低下傾向は同じ

であった。また、継手引張強度では、150KJ/㎝を越えたも

ので規格値付近のデータもあったが、溶接材料は鋼材より

強度が高くなるよう製造されているので、212KJ/㎝におい

ても、引張強度は600N/㎜2を越え、規格を十分満足してい

た。次に、降伏強度（図－６（b））の回帰直線は、引張強

度の回帰直線より傾きが大きく、入熱量に対して敏感なの

は、降伏強度であると判断できる。特に、一般鋼を用いた
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（a）鋼材別に整理 （b）板厚および施工条件で整理 （c）炭素当量で整理

図－４ エレクトロガス溶接における入熱量と継手引張強度との関係Ⅱ（調質鋼）

（a）鋼材別に整理 （b）板厚および施工条件で整理 （c）炭素当量で整理

図－３ エレクトロガス溶接における入熱量と継手引張強度との関係Ⅰ（非調質鋼）



100KJ/㎝を越えたデータで規格値（460N/㎜2）を満足しな

いケースも報告されているが、大入熱鋼を用いたものは、

100KJ/㎝を越えても、規格を十分満足する降伏強度が得ら

れていた。この理由として、一般鋼でも大入熱鋼でも使用

する溶接材料は同じであるが、鋼材との希釈で溶接金属の

化学成分に違いが生じたものと考えられる。図－６（c）は、

入熱量と伸びの関係を示したものであるが、軟化の影響で

入熱量の増加に伴い、伸びも増加する傾向が示された。

2．4 引張強度と硬さの関係（EGW）

図－７、８は、継手引張試験とビッカース硬さ試験を同

時に行っているデータの中から、それぞれ非調質鋼および

調質鋼における引張強度と硬さの関係を示したものであ

り、横軸は、硬さの最大値と最小値を平均した値とした。

また、図中の実線および点線は、JISハンドブック鉄鋼Ⅰ

に示されているビッカース硬さと引張強度の換算表の値を

示したものである。これらの結果が示すように、

SM490YBの一部データを除けば、鋼材に関係なく換算値

とほぼ一致していた。

硬さ試験結果（図－１、２）では、必要な硬さを満足し

ないデータが多かったが、引張強度はすべての試験片で規

格値を満足した（図－３、４）。これは、HAZ部で局部的

な軟化領域があっても、隣り合う母材や溶接金属の強度が

高いので、引張荷重作用時にHAZ軟化部は両端で拘束を受

けるため、継手引張試験では軟化の影響は少なかったもの

と考えられる 68）。また、試験体の幅による影響もあり、

JIS Z3121による引張試験体の幅は、25 or 40㎜であり、幅

方向にも平均化される。文献21）では、この幅を試験的に７

㎜および14㎜とした場合の引張試験を行っているが、通常

の試験片では規格を十分満足していたものが、試験体の幅

を小さくすると軟化の影響が明確に現れ、570N/㎜2を満足

しない結果が報告されていた。なお、このデータは試験片

が規格外なので引用しなかった。

以上のように、局部的な軟化領域が存在しても、軟化の

程度によっては引張強度に影響しないと言える。

2．5 引張強度と衝撃値の関係（EGW）

図－９、10は、継手引張試験および溶接金属引張試験と

シャルピー衝撃試験を同時に行っているデータにおける、

引張強度とシャルピー吸収エネルギーの関係を示したもの

である。横軸は、継手引張試験のデータ（鋼種で表示）に

対しては、HAZにおける吸収エネルギーを平均し、また溶
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（a）引張強度 （b）降伏強度 （c）伸び

図－６ エレクトロガス溶接における入熱量と溶接金属の機械的性質の関係Ⅱ（570N/㎜2溶接材料）

（a）引張強度 （b）降伏強度 （c）伸び

図－５ エレクトロガス溶接における入熱量と溶接金属の機械的性質の関係Ⅰ（490N/㎜2溶接材料）



接金属引張試験のデータに対しては、Depo（溶接金属）に

おける吸収エネルギーを平均した値とした。図中の回帰直

線は、それぞれ継手引張強度の回帰直線であり、溶接金属

は含まれていない。なお、シャルピー衝撃試験の調査は、

前報１）を参照されたい。

非調質鋼において、継手引張強度はシャルピー吸収エネ

ルギーの増加に伴い低下し、その低下する分布幅もほぼ一

定であった。また、溶接材料は、継手引張強度より低い分

布状態を示していた。調質鋼においては、100～200Jの吸

収エネルギーではばらつきの幅が大きいが、吸収エネルギ

ーが大きくなると、この幅は小さくなる傾向が示され、非

調質鋼と同様に継手引張強度は、シャルピー吸収エネルギ

ーの増加に伴い低下した。また、溶接材料は非調質鋼とは

逆に、継手引張強度より分布状態が高かった。

以上のように、軟化と脆化は相反するものと考えられ、

脆化の問題にのみ配慮した鋼材を使用した場合、入熱量に

よっては軟化の問題が生じるので、両方の機械的性質が満

足するような鋼材を選定する必要があると言える。

2．6 溶接入熱による引張強度の低下値（EGW）

図－11、12は、母材の引張強度が明確なデータから、

溶接前と溶接後の引張強度の差を取り、溶接による引張強

度の低下値と入熱量の関係を示したものである。これらの

図から、調質鋼と非調質鋼では分布状態が明らかに異なり、

調質鋼の方が入熱量に対して敏感であると判断でき、両者

ともに入熱量の増加に伴い、低下値も増加することが明確

に示された。しかしながら、調質鋼と非調質鋼の入熱量に

対する引張強度の低下値の回帰直線の傾きは、ほぼ一致し

ていた。また、母材よりも継手引張強度が高くなっている

データ（低下値がマイナス）もあるが、これは溶接金属の

強度が母材よりも高く継手引張試験片（多くがJISZ 3121、

１号）のような平行部の長さが短いものでは、溶接金属の

影響でこのような結果になったものと思われる。

以上のように、鋼材毎に、入熱量による引張強度の低下

値はある程度推測でき、軟化を考慮し大入熱溶接が可能か

どうか検討する方法として、母材の引張強度から適用可能

な入熱量を検討する方法が考えられる。
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図－７ 継手引張強度と硬さの関係値Ⅰ
（非調質鋼）

図－８ 継手引張強度と硬さの関係Ⅱ
（調質鋼）

図－９ 引張強度と衝撃値の関係Ⅰ
（非調質鋼）

図－10  引張強度と衝撃値の関係Ⅱ
（調質鋼）

図－11  溶接による引張強度の低下値Ⅰ
（非調質鋼）

図－12  溶接による引張強度の低下値Ⅱ
（調質鋼）



3．サブマージアーク溶接のデータ分析

3．1 ビッカース硬さ試験の調査・分析（SAW）

サブマージアーク溶接におけるデータの多くは、鉄骨製

作におけるBox柱の角溶接を対象としたものであり、図－

15（a）～（d）に示す溶接施工法で行われている。

図－13は、ビッカース硬さ試験の調査結果として入熱量

とビッカース硬さの最小値の関係を、鋼材、施工法および

炭素当量を考慮して整理した。なお、硬さ試験の採取位置

は、完全溶込み溶接ではt/２、t/４など様々なデータが含

まれており、また下盛りをCO２溶接で行ったデータなどで

は、サブマージアーク溶接を行った位置での硬さである。

鋼材別で見た場合（図－13（a））、耐火鋼（建築鉄骨で用

いられる高温での引張強度が改善された鋼材：NSFR）の

硬さは高く、これとは逆に、一部のTMCP鋼では低い分布

を示していた。これは、それぞれの鋼材の化学成分による

違いであり、図－13（c）に示すように耐火鋼では炭素当量

が高く、TMCP鋼ではこれが低い。この影響でTMCP鋼は

軟化し易く、特に160～210KJ/㎝のデータでは130Hv程度

のデータもあった。次に、施工法では（図－13（b））、す

み肉溶接で行ったものは硬さが高く、これは図－13（c）に

示すように、使用鋼材の炭素当量が高かったことによるも

のであり、溶接施工法の影響ではないと考えられる。また、

その他の施工法では、大きな違いは見られなかった。

以上のように、サブマージアーク溶接を用いた鉄骨製作

では、使用鋼材や施工法が様々であり、エレクトロガス溶

接に比べばらつきが大きかった。
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（a）鋼材別に整理 （b）施工条件で整理 （c）炭素当量で整理

（a）完全溶込み溶接 （b）部分溶込み溶接 （c）多層盛り溶接 （d）下盛りをCO2溶接 （e）すみ肉溶接

図－14  サブマージアーク溶接における入熱量と継手引張強度の関係

図－15  鉄骨製作におけるサブマージアーク溶接施工法の解説

（a）鋼材別に整理 （b）施工条件で整理 （c）炭素当量で整理

図－13  サブマージアーク溶接における入熱量とビッカース硬さ最小値の関係

C
O
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3．2 継手引張試験の調査・分析（SAW）

図－14は、継手引張試験の調査結果を、入熱量と引張強

度の関係で示す。引張強度と入熱量の関係は、硬さ試験結

果で示した傾向とほぼ同じであり、また鋼材や炭素当量に

よる違いも同様である。特に、軟化傾向が著しかった

TMCP鋼の一部で、規格値を満足しないデータも含まれて

いた。これらの試験片では、通常のJIS Z3121の継手引張試

験片を使用せず、溶接金属引張試験で用いられるφ12.5の

丸棒試験片（JIS Z3111）を用いており、先にも述べたよう

に試験片の幅の影響が大きく、軟化の影響が明確に現れた

ことによって規格値を満足しなかったものと考えられる。

しかし、同じ施工試験でも、JISZ 3121の試験片を用いた場

合では（209KJ/㎝の４個データの内、強度が高い２個のデ

ータ）、規格を満足していた。次に、前項において耐火鋼

のデータでは硬さが高かったが、これと同様に引張強度も

高く、高温の引張強度を確保するため、常温では、600N/

㎜2を越える高い引張強度を有していた。

施工法による違いでは、引張強度に大きな違いは生じて

いない。しかし、炭素当量が高いものは引張強度が高く、

TMCP鋼の一部で規格を満足しないデータでは、炭素当量

の低い鋼材が使用されていた。

継手引張試験において、破断位置は、全試験片の50％が

鋼材部（HAZおよびBase Metal）、15％が境界部（Bond）、

35％が溶接金属部（Depo）で破断し、エレクトロガス溶接

に比べ、溶接金属で破断する割合が高くなっていた。

以上のように、サブマージアーク溶接では、施工法や鋼

材が様々であり、エレクトロガス溶接と比較するとばらつ

きが生じていた。

3．3 溶接金属引張試験の調査・分析（SAW）

図－16、17は、それぞれ使用鋼材および施工法別に整理

した溶接金属引張試験の調査結果を、入熱量と引張強度、降

伏強度および伸びの関係で示した。また、使用した溶接ワイ

ヤーは同じであっても、使用したフラックスで引張強度に違

いが生じた報告44）もあり、図－17ではこれも考慮した。

引張強度は、改良フラックスを用いたデータで強度が高

く、分布状態が異なるデータもあるが、それ以外のデータ

では、入熱量の増加に伴う変化は、規格値に近い下限値の

データでは変化量は少ないが、上限値のデータは低下傾向

が伺える。降伏強度では、入熱量の増加に伴い強度が低下

するばらつきの分布幅は大きいが、下限値、上限値ともに

入熱量の増加に伴い降伏強度が低下した。伸びについては、

ばらつきが多く、傾向は明確にならなかった。また、施工

法や使用鋼材の違いによる溶接金属の機械的特性の違いも

明確にはならなかった。
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（a）引張強度 （b）降伏強度 （c）伸び

図－17  サブマージアーク溶接における入熱量と溶接金属の機械的性質の関係Ⅱ（施工法で整理）

（a）引張強度 （b）降伏強度 （c）伸び

図－16  サブマージアーク溶接における入熱量と溶接金属の機械的性質の関係Ⅰ（使用鋼材で整理）



以上のように、引張強度はすべてのデータで規格値を満

足したが、降伏強度は、600KJ/㎝を越えたデータで規格を

満足しないデータも報告されていた。

3．4 引張強度と硬さの関係（SAW）

図－18は、引張強度と硬さの関係を示したものである。

これらのデータもSM490Bの一部データおよびSM490Bの

TMCPを除けば、エレクトロガス溶接の結果（図－７、８）

と同様に、鋼材に関係なく引張強度と硬さは比例し、硬さ

が高くなれば引張強度も高くなる相関関係が示された。ま

た、換算値と比較すると、硬さの割に引張強度が低くなる

データが多かった。

3．5 引張強度と衝撃値の関係（SAW）

図－19は、継手引張強度とシャルピー吸収エネルギーの

関係を示したものである。

これらの結果においても、引張強度はシャルピー吸収エ

ネルギーの増加に伴い低下する傾向が示された。分布状態

は鋼材により多少の違いが生じており、同じ衝撃値であっ

てもTMCP鋼は引張強度が低くなる。これとは逆に、耐火

鋼では引張強度が高く、衝撃値の割には引張強度が高くな

る傾向が伺える。以上のように、サブマージアーク溶接で

も、軟化と脆化は相反する結果となっていた。

3．6 溶接入熱による引張強度の低下値（SAW）

図－20は、入熱量と溶接による引張強度の低下値の関係

を示したものである。これらの結果が示すように鋼材によ

り低下値は異なり、TMCP鋼では強度は低下し易く、ばら

つきも大きい。これとは逆に、耐火鋼では低下値が低く、

むしろ溶接後の方が引張強度が高くなっていた。これらの

データを除けば、入熱量の増加に伴い、低下値も高くなっ

ていた。

4．エレクトロスラグ溶接のデータ分析

4．1 ビッカース硬さ試験の調査・分析（ESW）

エレクトロスラグ溶接におけるデータの多くは、鉄骨製

作におけるBox柱のダイヤフラムの溶接を対象とした溶接

施工試験である。
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図－18  継手引張強度と硬さの関係
（SAW）

図－19  継手引張強度と衝撃値の関係
（SAW）

図－20  溶接による引張強度の低下値
（SAW）

ダイヤフラム側 スキンプレート側 

ダイヤフラム スキンプレート 
（柱 材） 

図－21  エレクトロスラグ溶接の断面図

エレクトロスラグ溶接 

裏当て金を削除 

R加
工
 

図－23  対象とした継手引張強度の試験体形状

（a）十字継手

エレクトロスラグ溶接 エレクトロスラグ溶接 炭酸ガス半自動溶接 

裏当て金 裏当て金 

図－22  対象外とした継手引張強度の試験体形状

（b）突合せ継手



図－24は、ビッカース硬さ試験の調査結果を、入熱量と

ビッカース硬さの最小値の関係で、鋼材、採取位置および

炭素当量を考慮して整理した。なお、採取位置については、

図－21に示すように、スキンプレート側とダイヤフラム側

に分けて示し、また、鋼材については、採取した位置での

使用鋼材で表した。すなわち、１つの試験データでも、ダ

イヤフラム側とスキンプレート側に分けられ、それぞれ使

用鋼材も異なったデータとなっている。

鋼材別で見た場合（図－24（a））、エレクトロガス溶接の

結果では、鋼材による傾向の違いが明瞭であったが、エレ

クトロスラグ溶接のデータは、ばらつきがあり、サブマー

ジアーク溶接の結果と同様、明確な違いは見られなかった。

次に、採取位置で見た場合（図－24（b））でも、ばらつき

があり明確な傾向は表れなかったが、同じ施工試験（横軸

の入熱量が同じデータ）でスキンプレート側とダイヤフラ

ム側を比較した場合、ダイヤフラム側の方が硬くなってい

るように見受けられる。また、図－23（b）に示すような

突合せ継手ではばらつきが少なく、１つの直線分布で入熱

量の増加に伴い、硬さも低くなる結果となっていた。炭素

当量で見た場合（図－24（c））では、これまでと同様に、

炭素当量が高くなれば硬さも高くなる結果となっていた。

4．2 継手引張試験の調査・分析（ESW）

図－25は、継手引張試験の調査結果を、入熱量と引張強

度の関係で、鋼材、ダイヤフラムの板厚および炭素当量を

考慮して整理した。対象とした継手引張試験体は、引張試

験を行うために、図－23に示すように、裏当て金を削除し

た十字継手や突合せ継手など、軟化の影響を見ることが可

能な試験体のみとした。また、図－22に示すような鉄骨の

仕口部を対象とした試験体では、裏当て金により断面が増

え、溶接と関係がない母材で破断するケースや、CO2溶接

部で破断するケースが生じるなど、エレクトロスラグ溶接

の軟化の影響と関係しない場合もあるので、この試験体は

対象外とした。

入熱量と引張強度の関係は、硬さ試験結果で示した傾向

とほぼ同じであり、炭素当量による違いも同様である。ま

た、サブマージアーク溶接と同様、軟化傾向が著しい

SM490のTMCP鋼の一部で、500KJ/㎝を越えた場合、規格

値を満足しないデータも含まれていた。

以上のように、エレクトロスラグ溶接を用いた鉄骨の製

作では、スキンプレートの板厚や鋼種、あるいは裏当て金

の材質の影響など不確定要素が多く、全体的にばらつきが

大きくなったものと考えられるが、入熱量の増加に伴い、
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（a）鋼材別に整理 （b）板厚で整理 （c）炭素当量で整理

図－25  エレクトロスラグ溶接における入熱量と継手引張強度の関係

（a）鋼材別に整理 （b）採取位置 （c）炭素当量で整理

図－24  エレクトロスラグ溶接における入熱量とビッカース硬さの最小値の関係



引張強度は低下する傾向となっていた。

4．3 溶接金属引張試験の調査・分析（ESW）

図－26は、溶接金属引張試験の調査結果を、使用鋼材を

考慮し、入熱量と引張強度、降伏強度および伸びの関係で

示した。

使用された溶接ワイヤーは、490N/㎜2、590N/㎜2および

耐火鋼の溶接材料であり、それぞれ強度や鋼材に合わせて

材料が選定されている。引張強度および降伏強度ともに、

590N/㎜2の溶接材料を使用したSM570Q、SA440（建築用

高性能590N/㎜2鋼）、あるいは耐火鋼の溶接材料を用いた

NSFR490Aのデータでは引張強度が高く、490N/㎜2の溶接

材料のデータでは、ばらつきは多く傾向も明確でなかった。

しかし、SA440のデータで規格を満足しない試験片もあっ

たが、それ以外のデータでは規格を満足していた。また、

伸びについては、エレクトロガス溶接のデータ（図－６（c））

では、入熱量の増加に伴い、伸びも増加する傾向が示され

たが、図－26（c）では、入熱量の増加に伴い、伸びは減少

しているように見受けられる。

4．4 引張強度と硬さの関係（ESW）

図－27は、引張強度と硬さの関係を示したものである。

これらのデータでは、SM490のTMCP鋼の一部データで、

硬さの割に引張強度が低いデータもあった。しかしながら、

同じTMCP鋼でも強度が高いSM520および建築鉄骨の

HT325、HT355のTMCPでは、これとは逆に硬さの割に引

張強度の高いデータがあり、ばらつきも多かった。しかし、

これらのデータを除けば、換算値とほぼ一致する結果とな

っていた。

4．5 引張強度と衝撃値の関係（ESW）

図－28は、引張強度とシャルピー吸収エネルギーの関係

を示したものである。

これらの結果においても、分布状態は鋼材により多少の

違いが生じていたが、継手引張強度はシャルピー吸収エネ

ルギーの増加に伴い低下する傾向が示された。

4．6 溶接入熱による引張強度の低下値（ESW）

図－29は、溶接による引張強度の低下値と入熱量の関係

を示したものである。エレクトロスラグ溶接では、500～

700KJ/㎝のデータが多く、この間ではデータのばらつきが

大きい。特に、TMCP鋼では低下値が高いものもあり、逆

に低いデータもあったが、これらのデータを除けば、入熱

量の増加に伴い、低下値も高くなっていた。
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（a）引張強度 （b）降伏強度 （c）伸び

図－26  エレクトロスラグ溶接における入熱量と溶接金属の機械的性質の関係

図－27  継手引張強度と硬さの関係
（ESW）

図－28  継手引張強度と衝撃値の関係
（ESW）

図－29  溶接による引張強度の低下値
（ESW）



5．脆化と軟化を考慮した入熱制限値の考察

先にも述べたが、著者は前報１）で、大入熱溶接による脆

化の影響を調べるため、シャルピー衝撃値の調査・分析を

行い、入熱制限値を考察した。その結果、SM570材の一般

鋼では100KJ/㎝以下、大入熱対応鋼では150KJ/㎝以下で

の施工は可能であることを報告した。また、道路橋示方書

では、SM490材を使用した場合の入熱制限は、規定されて

いないが、（前報を報告した時点では、入熱制限はなかっ

たが、平成14年３月の道路橋示方書の改訂69）では、100KJ/

㎝を越える場合は、溶接施工試験が必要とする入熱制限が

追加された。）300KJ/㎝を越えた場合、規格値付近のデー

タが多くなり、400KJ/㎝を越えた場合では、規格値を下回

るデータもある。このため、今後、橋梁でも鉄骨製作レベ

ルの入熱量で行う場合には、入熱制限を設ける必要がある

ことを示した。また、エレクトロスラグ溶接は入熱量が大

きく、橋梁製作において適用するには、入熱量を下げる必

要があり、狭開先で行うなどの施工法を確立し、これに伴

う溶接機の開発が必要であるとした。

本報告では、入熱量の増加に伴う軟化の影響について述

べてきたので、ここでは脆化と軟化の影響を考慮した入熱

制限値の考察を行った。なお、道路橋示方書では、硬さで

合否を判定する基準はなく、ここでは引張強度で検討する

こととした。

調質鋼では（図－４）、全データで規格を満足していた

が、150KJ/㎝を越えた時、規格値付近のデータもあった。

また、一般鋼を使用した場合、100KJ/㎝を越えた時、溶接

金属引張試験（図－６）の降伏強度が規格値を下回る場合

があり、軟化を考慮した場合でも、一般鋼では100KJ/㎝以

上、大入熱対応鋼では150KJ/㎝以上での施工は溶接施工試

験を行う必要があると考えられる。

非調質鋼において、エレクトロガス溶接のデータでは、

最大入熱量が252KJ/㎝においても、継手引張強度（図－３）、

溶接金属の引張、降伏強度（図－５）ともに規格を十分満

足していたが、サブマージアーク溶接では、200KJ/㎝を越

えたデータで規格を満足しないデータが報告されていた。

これは先にも述べたが、通常の継手引張試験体を使用して

いなかった影響であるが、安全側を考えれば、これ以下で

施工する必要があると思われる。すなわち、非調質鋼では、

200KJ/㎝を越える場合は、溶接施工試験を行う必要がある

と考えられる。

6．結論

本報告では、溶接法毎に硬さおよび引張強度と入熱量の

関係について述べてきた。これらのデータから大入熱溶接

について以下のことが言える。

1）ビッカース硬さ、引張強度及び降伏強度は、入熱量の

増加に伴い比例して低下する。

2）ビッカース硬さ試験では、規格上の硬さを満足しない

データが多かったが、引張強度ではほとんどの試験片で

規格値を満足した。すなわち、局部的な軟化領域が存在

しても、軟化の程度によっては引張強度に影響しない。

3）シャルピー吸収エネルギーが高くなるに従い、引張強

度は低下する傾向が示された。すなわち、軟化と脆化は

相反するものと考えられ、脆化の問題にのみ配慮した鋼

材を使用した場合、入熱量によっては軟化の問題が生じ

るので、両方が満足する機械的性質となるような鋼材を

選定する必要がある。

4）溶接による引張強度の低下値は、鋼材の種類によって

異なるが、同種の鋼材であれば、比較的ばらつきも少な

く、入熱量の増加に伴い低下値も増加する傾向が示され

た。すなわち、鋼材毎に入熱量による引張強度の低下値

はある程度推測でき、軟化を考慮し大入熱溶接が可能か

どうか検討する方法として、母材の引張強度から適用可

能な入熱量を検討する方法が考えられる。

5）脆化と軟化を考慮し、SM570材（調質鋼）の入熱制限値

として、一般鋼では100KJ/㎝、大入熱対応鋼では

150KJ/㎝を越える時は、溶接施工試験を行う必要がある

と考えられる。

6）SM490材（非調質鋼）の入熱制限値として、200KJ/㎝を

越える時は、溶接施工試験を行う必要があると考えられ

る。

7．あとがき

本報告では、前報１）に引き続き、これまでに報告されて

いるデータをもとに、道路橋示方書の入熱制限を考察して

きた。本報告で引用したデータの使用鋼材、溶接材料、製

造年代、あるいは施工会社などは様々であり、施工条件に

ばらつきのある場合での調査結果である。すなわち、施工

条件や、研究目的が異なるデータから判断することにより、

大入熱溶接の適用性や入熱制限について考察できるものと

考えたからである。

また、本文では鋼材規格別に整理してきた。しかし、同

じ規格の鋼材でも、化学成分は大きく異なり、本来なら化

学成分を考慮して、適用性や入熱制限について言及するこ

とが望まれる。鋼材の製造にあたって、化学成分は非常に

重要なことであると言えるが、鋼材がユーザー（橋梁メー

カー）に渡ってからは、鋼材規格が施工する上で最も重要

な管理基準となる。というのも、橋梁を製作する上での施

工条件は、主に使用する鋼材の規格で規定されており、化

学成分で条件を選定することはない。すなわち、どのよう

な化学成分で作られていても、同一の鋼材規格であれば溶

接条件が変わることない。このため、本報告において、炭

素当量を考慮して整理はしたが、５元素や大入熱溶接用の
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鋼板とする上で用いられるB、Al、 Ti、Niなどの化学成分

については、言及しなかった。今後、詳細な検討を行うに

は、化学成分を考慮してデータの分析を行うことが望まれ

る。
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